
（円）

項　　目 金　　額 備　　考

標準給付費見込額（A） 29,920,444,404

地域支援事業費（B） 1,356,230,898

第１号被保険者負担分相当額〔（A+B）×23％〕（C） 7,193,635,319

調整交付金相当額① 1,534,893,310

調整交付金見込額② 1,803,931,000

調整交付金相当額との差額〔①-②〕（D） -269,037,691

市町村特別給付費等（E） 79,886,172
介護用品等（紙おむつ）

の購入費補助

保険者機能強化推進交付金等の交付見込額（F） 63,000,000

保険料収納必要額〔（C）+（D）+（E）-（F）〕（G） 6,941,483,801

介護給付費準備基金取崩額（H） 693,200,000
1,382,177,128円

（R4年度末時点残高）

基金取崩後の保険料収納必要額〔（G）-（H）〕（I） 6,248,283,801

÷

予定保険料収納率（J） 98.0%

÷
（人）

弾力化をした場合の所得段階別加入割合補正後被保険者数（K） 81,437

≒
（円）

介護保険料（年額）〔（I）÷（J）÷（K）〕 78,291

第９期介護保険料（月額） 6,524

第８期保険料（月額） 6,524

第８期保険料（月額）との差額 0

第８期保険料に対する伸び率（％） 0.0 ％

国の基準で算定すると①の

額となるが、伊賀市は後期

高齢者と低所得者の割合

が高いため、調整交付金が

国の基準より多く、保険料

が軽減される。
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